
 

財団法人横浜市男女共同参画推進協会の公益法人化について 

 

１ 公益認定の申請について 

財団法人横浜市男女共同参画推進協会（理事長 合田 加奈子）は、公益法人  

制度改革関連３法（平成20年12月１日施行）に基づき、平成22年７月28日付で神

奈川県知事に認定申請を行いました。 

今後、「神奈川県公益認定等審議会」からの答申結果を受けて、神奈川県知事

から認定の可否について通知される予定です。 

 

２ 財団法人横浜市男女共同参画推進協会が公益認定された場合の指定管理施設

の管理運営について 

財団法人横浜市男女共同参画推進協会は、公益財団法人への移行後も法人とし

ての同一性が保持されています。 

 

 

 

 

したがって、再指定の手続を行わずに、引き続き、同協会が現在指定管理者と

なっている施設の管理運営を行います。 

 

【財団法人横浜市男女共同参画推進協会が指定管理者となっている施設】 

  ・男女共同参画センター横浜（横浜市男女共同参画センター条例） 

 ・男女共同参画センター横浜南（同） 

 ・男女共同参画センター横浜北（同） 

 ※指定管理期間：平成22年度～平成26年度 

 

 
 
 
 
 

 

 

市民・消防委員会資料

平成 22 年 12 月 13 日

市 民 局

〈理由〉   

 ・目的又は事業内容が、移行前の法人と大きく異ならないこと 

 ・他の団体との合併が同時に行われないこと 

【裏面あり】



 参 考  

公益財団法人移行後の横浜市男女共同参画推進協会の概要 

 

１ 定款第３条：目的（資料１） 

現行の寄附行為の趣旨を継承し、「男女共同参画社会の実現」に資すること

を目指す公益団体としての方向性を明確にしました。 

 

２ 定款第４条：事業（資料１） 

定款第３条の目的規定に沿って整理しました。 

 

３ 役員構成及び役割、責任等（資料２）（資料３） 

理事、評議員については、人数を絞り込むと同時に、固有職員の理事への登

用により、執行体制を強化し、責任体制がより明確になるよう、制度改革の趣

旨を踏まえた選任を行いました。 

 

 【理事会・評議員会の対比表】 

 

 

 

 

 

 

 

４ 公益目的事業比率 

「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」第15条で、公益法

人への移行には、公益目的事業比率が50％以上であることとされていますが、

移行後においても約78％を見込んでおり、移行の前後において特段の変更はあ

りません。 

 

 

 

定款（案） 寄付行為
（移行後） (現行）

役割
法人の業務を執行する
「業務執行機関」

寄付行為の変更、予決算の承認を行う
「理事の意思統一の場」

人数 ３名以上７名以内 ８名以上10名以内

役割
理事の選解任、定款の変更、予決算の
承認を行う
「意思決定機関」

理事の選解任、予決算等の重要事項の
諮問を受ける
「諮問機関」

人数 ３名以上７名以内 ８名以上12名以内

理事会

評議員会

寄附行為 

寄附行為の変更、予決算の承認を行う 
「理事の意思統一の場」 
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財団法人横浜市男女共同参画推進協会 定款（案）と寄附行為対照表 
 

定款（案） 現行 寄附行為 

 

 

第１条 

 

 

第２条 

 

 

第３条 

 

 

 

 

 

 

第４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条 

 

 

 第1章 総 則  

（名称）  

この法人は、公益財団法人横浜市男女共同参

画推進協会と称する。  

（事務所）  

この法人は、主たる事務所を神奈川県横浜市

に置く。  

（目的）  

この法人は、男女が互いにその人権を尊重し

つつ責任を分かち合い、性別にかかわりなく

その個性と能力を十分に発揮し、あらゆる分

野に対等に参画しようとする市民の主体的な

活動を支援し、男女共同参画社会の実現に資

することを目的とする。 

（事業）  

この法人は、前条の目的を達成するために、

次の事業を行う。  

（１）男女共同参画に関する情報の収集及び

提供 

（２）男女共同参画に関する調査研究及び広

報啓発 

（３）男女共同参画に関する相談 

（４）男女共同参画に関する講座・研修の企

画実施 

（５）男女共同参画に関する市民活動の支援

及び市民等との協働・連携 

（６）男女共同参画推進に関する施設の管理

運営 

（７）その他前条の目的を達成するために必

要な事業 

２ 前項の事業については、神奈川県において

行うものとする。  

（事業年度）  

この法人の事業年度は、毎年４月１日に始ま

り、翌年３月３１日に終わる。  

 

 

 

第１条

 

 

第２条

 

 

第３条

 

 

 

 

 

 

第４条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10条

 

 

 第１章 総則 

（名称） 

この法人は、財団法人横浜市男女共同参画推

進協会という。 

（事務所） 

この法人は、主たる事務所を神奈川県横浜市

戸塚区上倉田町４３５番地１に置く。 

（目的） 

この法人は、女性を取り巻く様々な問題を解

決しようとする市民の主体的な活動を援助育

成し、男女共同参画社会の実現に資すること

を目的とする。 

 

 

（事業） 

この法人は、前条の目的を達成するために、

次の事業を行う。 

（１）男女共同参画についての資料及び情報

の収集並びに提供 

（２）男女共同参画に関する相談 

（３）男女共同参画に関する調査研究及び広

報啓発 

（４）市民の文化的、健康的な日常生活の確

立及び女性の自己啓発に関する講習会

等の開催 

（５）男女共同参画に関する市民の交流の促

進並びに活動の支援 

（６）男女共同参画に関する事業の受託 

（７）公の施設の管理運営 

（８）その他前条の目的を達成するために必

要な事業 

 

（事業年度） 

この法人の事業年度は、毎年４月１日に始ま

り、翌年３月３１日に終わる。 

 

資料１ 
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第６条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条 

第２章 財産、事業計画等  

（財産の種別及び基本財産の処分等）  

この法人の財産は、基本財産及びその他の財

産の２種類とする。 

２ 基本財産は、この法人の目的を行うために

不可欠なものとして理事会で定めた財産とす

る。 

３ 基本財産は、この法人の目的を達成するた

めに善良な管理者の注意をもって管理しなけ

ればならない。 

４ 基本財産の一部を処分しようとするとき

又は基本財産から除外しようとするときは、

あらかじめ理事会及び評議員会の決議を経な

ければならない。 

５ 第１項のその他の財産は、基本財産以外の

財産をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業計画及び収支予算）  

この法人の事業計画書、収支予算書等につい

 

 

第５条

 

 

 

 

 

 

 

第６条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７条

 

 

 

 

 

第８条

 

 

 

 

 

 

 

第９条

 

 

第11条

 第２章 資産、事業計画等 

（資産の構成） 

この法人の資産は、次に掲げるものをもって

構成する。 

（１）財産目録に記載された財産 

（２）資産から生ずる収入 

（３）事業に伴う収入 

（４）寄付金品 

（５）その他の収入 

（資産の種別） 

資産は、基本財産及び運用財産の２種とする。

２ 基本財産は、次に掲げるものをもって構

成する。 

（１）設立の際基本財産として指定された財

産 

（２）基本財産とすることを指定して寄附さ

れた財産 

（３）理事会で基本財産に繰り入れることを

議決した財産 

３ 運用財産は、基本財産以外の資産とする。

（資産の管理） 

この法人の資産は、理事長が管理し、その方

法は、理事長が理事会の議決を経て定める。

２ 基本財産のうち、現金は、確実な金融機

関に預け入れ、信託会社に信託し、又は国債、

公債その他確実な有価証券に替えて、保管し

なければならない。 

（基本財産の処分の制限） 

基本財産は、これを処分し、又は担保に供す

ることができない。ただし、やむを得ない理

由あるときは、理事会において理事の４分の

３以上の同意を得、かつ、主務官庁の承認を

得て、その一部を処分し、又はその全部若し

くは一部を担保に供することができる。 

（経費の支弁） 

この法人の経費は、運用財産をもって支弁す

る。 

（事業計画及び収支予算） 

この法人の事業計画及び収支予算は、毎事業
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第８条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条 

 

ては、毎事業年度開始の日の前日までに、代

表理事が作成し、理事会及び評議員会の決議

を経なければならない。これを変更しようと

する場合も、同様とする。  

２ 前項の書類については、毎事業年度の開始

の日の前日までに、神奈川県知事に提出しな

ければならない。  

（事業報告及び決算）  

この法人の事業報告及び決算については、毎

事業年度終了後、代表理事が次の書類を作成

し、監事の監査を受けた上で、理事会の決議

及び評議員会の決議を経なければならない。

（１）事業報告  

（２）事業報告の附属明細書  

（３）貸借対照表  

（４）正味財産増減計算書 

（５）貸借対照表及び正味財産増減計算書の

附属明細書  

（６）財産目録  

２ 前項の書類のほか、次の書類を主たる事務

所に５年間据え置き、一般の閲覧に供すると

ともに、定款を主たる事務所に備え置き、一

般の閲覧に供するものとする。 

（１）監査報告書 

（２）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の

支給の基準を記載した書類 

（４）運営組織及び事業活動の状況の概要並

びにこれらに関する数値のうち重要な

ものを記載した書類 

３ 第１項及び前項各号に掲げる書類は、毎事

業年度の終了後３箇月以内に神奈川県知事に

提出しなければならない。  
４ この法人は、第１項の評議員会の終結後直

ちに、法令の定めるところにより、貸借対照

表を公告するものとする。 

（公益目的取得財産残額の算定）  

代表理事は、公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律施行規則第４８条の規

 

 

 

 

 

 

 

 

第12条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度ごとに理事長が作成し、その年度開始日

前に理事会の議決を得なければならない。 

 

 

 

 

 

（事業報告及び収支決算書類） 

この法人の事業報告及び収支決算書類は、毎

事業年度ごとに理事長が作成し監事の監査を

経て、その年度終了後３箇月以内に理事会の

承認を得なければならない。 
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第10条 

 

 

 

 

第11条 

 

 

 

 

 

第12条 

 

第13条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末

日における公益目的取得財産残額を算定し、

前条第２項第４号の書類に記載するものとす

る。  

（長期の資金の借入れ） 

この法人が資金の借入れをしようとするとき

は、その事業年度の収入をもって償還する短

期借入金を除き、あらかじめ理事会及び評議

員会の決議を経なければならない。 

（重要な財産の処分及び譲受け） 

この法人が重要な財産の処分及び譲受けをし

ようとするときは、あらかじめ理事会及び評

議員会の決議を経なければならない。 

 

第３章 評議員  

（定数）  

この法人に、評議員３名以上７名以内を置く。

（評議員の選任及び解任）  

評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律（以下「法人法」

という。）第１７９条から第１９５条までの

規定に従い、評議員会において行う。  

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要

件をいずれも満たさなければならない。  
（１）各評議員について、次のアからカに該

当する評議員の合計数が評議員の総数

の３分の１を超えないものであるこ

と。 

 ア 当該評議員及びその配偶者又は３親

等内の親族 

 イ 当該評議員と婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者 

 ウ 当該評議員の使用人 

 エ イ又はウに掲げる者以外の者であっ

て、当該評議員から受ける金銭その

他の財産によって生計を維持して

いるもの 

 オ ウ又はエに掲げる者の配偶者 

 

 

 

 

 

第13条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第30条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（長期借入金） 

この法人が資金の借入れをしようとするとき

は、その事業年度の収入をもって償還する短

期借入金を除き、理事会において理事の３分

の２以上の同意を得なければならない。 

 

 

 

 

 

第５章 評議員及び評議員会 

（評議員） 

この法人に、評議員を置く。 

２ 評議員は、理事会において選任し、その

数は８人以上１２人以内とする。 

３ 評議員は、理事又は監事を兼ねることが

できない。 

４ 第 17 条及び第 18 条の規定は、評議員の

任期又は解任について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「役員」とあるのは

「評議員」と、第 18 条中「評議員会」とある

のは「理事会」と、「評議員」とあるのは「理

事」と読み替えるものとする。 
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 カ イからエまでに掲げる者の３親等内

の親族であって、これらの者と生計

を一にするもの 

（２）他の同一の団体（公益法人を除く。）の

次のアからエに該当する評議員の合計

数が評議員の総数の３分の１を超えな

いものであること。 

 ア 理事 

 イ 使用人 

 ウ 当該他の同一の団体の理事以外の役

員（法人でない団体で代表者又は管

理人の定めのあるものにあっては、

その代表者又は管理人）又は業務を

執行する社員である者 

  エ 次に掲げる団体においてその職員

（国会議員及び地方公共団体の議

会の議員を除く。）である者 

（ア）国の機関 

（イ）地方公共団体 

（ウ）独立行政法人通則法第２条第

１項に規定する独立行政法人

（エ）国立大学法人法第２条第１項

に規定する国立大学法人又は

同条第３項に規定する大学共

同利用機関法人 

（オ）地方独立行政法人法第２条第

１項に規定する地方独立行政

法人 

（カ）特殊法人（特別の法律により

特別の設立行為をもって設立

された法人であって、総務省

設置法第４条第１５号の規定

の適用を受けるものをいう。）

又は認可法人（特別の法律に

より設立され、かつ、その設

立に関し行政官庁の認可を要

する法人をいう。） 

３ 評議員は、この法人の理事、監事又は職

員を兼ねることができない。 
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第14条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第15条 

 

 

 

 

 

 

 

 

第16条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員の任期）  

評議員の任期は、選任後４年以内に終了する

事業年度のうち 終のものに関する定時評議

員会の終結の時までとし、再任を妨げない。

２ 評議員は、第１２条に定める定数に足りな

くなるときは、任期の満了又は辞任により退

任した後も、新たに選任された者が就任する

まで、なお、評議員としての権利義務を有す

る。 

３ 評議員に異動があったときは、２週間以内

に登記し、遅滞なくその旨を神奈川県知事に

届け出なければならない。  

（評議員の報酬等）  

評議員は、無報酬とする。 

２ 評議員には、その職務を行うために要す

る費用の支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の

決議により別に定める役員及び評議員の報酬

並びに費用に関する規程による。 

 

第４章 評議員会  

（構成及び権限）  

評議員会は、すべての評議員をもって構成す

る｡  

２ 評議員会は、次の事項について決議する。

（１）理事及び監事の選任又は解任  

（２）役員及び評議員の報酬並びに費用の額

の決定及びその規程 

（３）各事業年度事業計画及び収支予算書等

の承認  

（４）各事業年度事業報告、貸借対照表及び

正味財産増減計算書、これらの附属明

細書並びに財産目録の承認 

（５）定款の変更  

（６）残余財産の処分  

（７）基本財産の処分又は除外の承認  

（８）長期の資金の借入れ 

（９）重要な財産の処分及び譲受け  

（10）合併、事業の全部若しくは一部の譲渡

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第31条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員会の構成及び権能） 

評議員会は、評議員をもって構成する。 

２ 評議員会は、この寄附行為に別に定める

もののほか、この法人の業務の執行に関する

重要な事項につき理事長の諮問に応じて調査

審議し、その結果を報告し、又は意見を建議

することができる。 
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第17条 

 

 

  

 

 

 

第18条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第19条 

又は公益目的事業の全部の廃止  

（11）その他評議員会で決議するものとして、

法令及びこの定款で定められた事項  

３ 前項の規定にかかわらず、個々の評議員会

においては、第１８条第３項の書面に記載し

た評議員会の目的である事項以外の事項は、

決議することができない。ただし、法人法第

１９１条第１項又は第２項に規定する者の選

任については、この限りではない。  

（種類及び開催）  

評議員会は、定時評議員会及び臨時評議員会

の２種とする。 

２ 定時評議員会は、毎年１回、毎事業年度終

了後３箇月以内に開催する。 

３ 臨時評議員会は、必要がある場合には、い

つでも開催することができる。  

（招集）  

評議員会は、法令に別段の定めがある場合を

除き、理事会の決議に基づき、代表理事が招

集する。  

２ 前項の規定にかかわらず、評議員は、代表

理事に対し、評議員会の目的である事項及び

招集の理由を示して、評議員会の招集を請求

することができる。  

３ 評議員会を招集する場合には、代表理事

は、評議員会の開催日の５日前までに、評議

員に対して、会議の日時、場所及び目的であ

る事項を記載した書面をもって、通知しなけ

ればならない。  

４ 代表理事は、前項の書面による通知に代え

て、法令で定めるところにより、評議員の承

諾を得て、電磁的方法により通知することが

できる。この場合において、代表理事は、同

項の書面により通知したものとみなす。  

５ 第３項の規定にかかわらず、評議員会は、

評議員全員の同意があるときは、招集の手続

を経ることなく開催することができる。  

（議長）  

評議員会の議長は、その評議員会において、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第32条

 

 

 

 

 

 

第33条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第34条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員会の開催） 

評議員会は、理事長が必要と認めたとき、又

は評議員の５分の１以上から会議の目的たる

事項を示して請求があったときに開催する。

 

 

 

（評議員会の招集） 

評議員会は理事長が招集する。 

２ 評議員会を招集するには、評議員に対し、

会議の目的たる事項及びその内容並びに日時

及び場所を示して、開会の７日前までに文書

をもって通知しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員会の議長） 

評議員会の議長は、その評議員会において、
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第20条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第21条 

 

 

 

 

 

 

第22条 

出席した評議員のうちから選出する。  

 

 

 

（決議）  

評議員会の決議は、議決に加わることができ

る評議員の過半数が出席し、その過半数をも

って行う。可否同数のときは議長が決する。

２ 前項前段の場合において、議長は、評議員

として議決に加わることはできない。  

３ 第１項前段の規定にかかわらず、次の決議

は、議決に加わることができる評議員の３分

の２以上に当たる多数をもって行われなけれ

ばならない。  

（１）監事の解任  

（２）役員及び評議員の報酬並びに費用の額

の決定及びその規程 

（３）定款の変更  

（４）基本財産の処分又は除外の承認  

（５）長期の資金の借入れ 

（６）重要な財産の処分及び譲受け  

（７）合併、事業の全部若しくは一部の譲渡

又は公益目的事業の全部の廃止 

４ 理事又は監事を選任する議案を決議する

に際しては、候補者毎に第１項前段の議決を

行わなければならない。理事又は監事の候補

者の合計数が第２４条第１項に定める定数を

上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者

の中から得票数の多い順に定数の枠に達する

までの者を選任することとする。  

（決議の省略）  

代表理事が評議員会の決議の目的である事項

について提案した場合において、当該提案に

ついて議決に加わることができる評議員の全

員が書面又は電磁的記録により同意の意思表

示をしたときは、当該提案を可決する旨の評

議員会の決議があったものとみなす。  

（報告の省略） 

代表理事が評議員の全員に対して評議員会に

 

 

第35条

 

 

第36条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第37条

 

 

 

 

 

 

 

出席した評議員のうちから選任する。 

（評議員会の定足数） 

評議員会は、評議員の過半数の出席がなけれ

ば開会することができない。 

(評議員会の議決) 

評議員会の議事は、出席した評議員の過半数

の同意をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員会における書面表決等） 

やむを得ない理由のため、評議員会に出席す

ることができない評議員は、あらかじめ通知

された事項について、書面をもって表決し、

又は他の評議員を代理人として表決を委任す

ることができる。この場合において、前 2 条

の規定の適用については、出席した評議員と

みなす。 
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第23条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第24条 

 

 

 

 

 

 

 

 

第25条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告すべき事項を通知した場合において、当

該事項を評議員会に報告することを要しない

ことにつき評議員の全員が書面又は電磁的記

録により同意の意思表示をしたときは、当該

事項の評議員会へ報告があったものとみな

す。  

（議事録）  

評議員会の議事については、法令で定めると

ころにより議事録を作成しなければならな

い。  

２ 議事録には、議長のほか、出席した理事の

うちからその評議員会において選任された議

事録署名人の１名以上が記名押印しなければ

ならない。  

 

 

 

第５章 役 員  

（種類及び定数）  

この法人に、次の役員を置く。  

（１）理事 ３名以上７名以内  

（２）監事 ２名以内  

２ 理事のうち１名を代表理事とする。  

３ 代表理事以外の理事のうち４名以内を、法

人法第１９７条において準用する第９１条第

１項第２号に規定する業務執行理事に選定す

ることができる。  

（選任等）  

理事及び監事は、評議員会の決議によって選

任する。  

２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会の決

議によって選定する。  

３ 前項で選定された代表理事は、理事長に就

任する。 

４ 理事会は、その決議によって業務執行理事

の中から常務理事を選定することができる。

５ 監事は、この法人の理事又は職員を兼ねる

ことができない。  

６ 理事のうち、理事のいずれか1名とその配

 

 

 

 

 

 

 

第38条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第14条

 

 

 

 

 

 

 

 

第15条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員会の議事録） 

第 29 条第１項の規定は、評議員会の議事録に

準用する。この場合において、同条中「理事

会」とあるのは「評議員会」と、「書面表決

者」とあるのは「書面表決者及び表決委任者」

と読み替ええるものとする。 

２ 議事録には、議長及び当該評議員会に出

席した者のうちからその会議において選出さ

れた議事録署名人２人以上が署名押印しなけ

ればならない。 

 

第３章 役員及び職員 

（役員の種別） 

この法人に、次の役員を置く。 

（１）理事長１人 

（２）常務理事１人 

（３）理事（理事長及び常務理事を含む。）

８人以上10人以内 

（４）監事２人 

 

 

（役員の選任） 

理事及び監事は、評議員会において選任する。

２ 理事長及び常務理事は、理事の互選によ

り定める。 

３ 理事及び監事は、相互に兼ねることがで

きない。 
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第26条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第27条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

偶者又は３親等内の親族その他法令で定める

特別の関係がある者の合計数が理事の総数の

３分の１を超えてはならない。監事について

も同様とする。 

７ 他の同一団体（公益法人を除く。）の理事

又は使用人である者その他これに準ずる相互

に密接な関係にある者として法令で定める者

である理事の合計数は、理事の総数の３分の

１を超えてはならない。監事についても同様

とする。 

８ 理事又は監事に異動があったときは、２週

間以内に登記し、遅滞なくその旨を神奈川県

知事に届け出なければならない。 

（理事の職務及び権限）  

理事は、理事会を構成し、この法人の業務の

執行の決定に参画する。  

２ 理事長は、この法人を代表し、その業務を

執行する。  

３ 常務理事は、理事長を補佐し、この法人の

業務を執行する。また、理事長に事故がある

とき又は理事長が欠けたときは、その業務執

行に係る職務を代行する。 

４ 理事長、常務理事及び業務執行理事の権限

は、理事会が別に定める。 

５ 理事長、常務理事及び業務執行理事は、毎

事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、

自己の職務の執行状況を理事会に報告しなけ

ればならない。  

（監事の職務及び権限）  

監事は、この法人に関し、次の各号に規定す

る職務を行う。  

（１） 理事の職務の執行を監査し、法令で定

めるところにより、監査報告を作成す

ること。  

（２） この法人の業務及び財産の状況を調査

すること、並びに各事業年度に係る計

算書類及び事業報告等を監査するこ

と。 

（３） 理事会に出席し、必要があると認める

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第16条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（役員の職務） 

理事長は、この法人を代表し、業務を統括す

る。 

２ 常務理事は、理事長を補佐して業務を掌

理し、理事長に事故があるときはその職務を

代理し、理事長が欠けたときはその職務を行

う。 

３ 理事は、理事会を構成し、業務の執行を

決定する。 

４ 監事は、民法第 59 条の職務を行う。 
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第28条 

 

 

 

 

 

 

ときは意見を述べること。  

（４） 理事が不正の行為をし、若しくはその

行為をするおそれがあると認めると

き、又は、法令若しくは定款に違反す

る事実若しくは著しく不当な事実が

あると認めるときは、遅滞なく、その

旨を評議員会及び理事会に報告する

こと。 

（５） 前号の報告をするために必要があると

認めるときは、理事長に理事会の招集

を請求すること。ただし、その請求が

あった日から５日以内に、その請求が

あった日から２週間以内の日を理事

会の日とする招集の通知が発せられ

ない場合は、理事会を招集すること。

（６） 理事が評議員会に提出しようとする議

案、書類、若しくは電磁的記録その他

の資料を調査し、法令若しくは定款に

違反し、又は著しく不当な事項がある

と認めるときは、その調査の結果を評

議員会に報告すること。 

（７）理事がこの法人の目的の範囲外の行為

その他法令若しくは定款に違反する

行為をし、又はこれらの行為をするお

それがある場合において、当該行為に

よってこの法人に著しい損害が生ず

るおそれがあるときは、その理事に対

し、当該行為をやめることを請求する

こと。 

（８） その他監事に認められた法令上の権限

を行使すること  

（役員の任期）  

理事の任期は、選任後２年以内に終了する事

業年度のうち 終のものに関する定時評議員

会の終結のときまでとし、再任を妨げない。

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する

事業年度のうち 終のものに関する定時評議

員会の終結のときまでとし、再任を妨げない。

３ 理事又は監事は、第２４条第１項に定める

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第17条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（役員の任期） 

役員の任期は、2 年とする。ただし、補欠と

して選任された役員の任期は前任者の残任期

間とし、増員により選任された役員の任期は

現任者の残任期間とする。 

２ 役員は再任されることができる。 

３ 役員は、辞任し、又は任期が終了した場

合においても、後任者が就任するまでは、そ
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第29条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第30条 

 

 

 

 

 

 

 

第31条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第32条 

 

 

定数に足りなくなるときは、任期の満了又は

辞任により退任した後も、新たに選任された

者が就任するまで、なお理事又は監事として

の権利義務を有する。  

（役員の解任）  

理事又は監事が次のいずれかに該当するとき

は、評議員会の決議によって、解任すること

ができる。  

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠

ったとき。  

（２）心身の故障のため、職務の執行に支障

があり、又はこれに堪えないとき。  

 

 

 

 

 

（報酬等）  

理事及び監事には、その職務執行の対価とし

て報酬を支給することができる。 

２ 理事及び監事には、その職務を行うために

要する費用の支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の決

議により別に定める役員及び評議員の報酬並

びに費用に関する規程による。 

 （責任の免除） 

この法人は、法人法第１９８条において準用

される第１１１条第１項の規定による理事又

は監事の賠償責任について、法令で定める要

件に該当する場合には、理事会の決議によっ

て、賠償責任額から法令に定める 低責任限

度額を控除して得た額を限度として免除する

ことができる。 

 

第６章 理事会  

（構成及び権限）  

理事会は、すべての理事をもって構成する。

２ 理事会は、次の職務を行う。  

 (１) この法人の業務執行の決定  

 

 

 

 

 

第18条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第19条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第21条

 

第22条

の職務を行わなければならない。 

 

 

 

（役員の解任） 

役員が次の各号のいずれかに該当するとき

は、評議員会において、評議員の４分の３以

上の同意により、これを解任することができ

る。 

（１）心身の故障のため、職務の執行に堪え

られないと認められるとき。 

（２）職務上の義務違反その他役員としてふ

さわしくないと認められるとき。 

２ 前項の規定により役員を解任しようとす

るときは、解任の議決を行う評議員会におい

て、その役員に弁明の機会を与えなければな

らない。 

（役員の報酬） 

役員は有給とすることができる。 

２ 役員の報酬は、理事会の議決を経て、理

事長が別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 理事会 

（理事会の構成） 

理事会は、理事をもって構成する。 

（理事会の権能） 

理事会は、この寄附行為に別に定めるものの
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第33条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第34条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 理事の職務の執行の監督  

 (３) 代表理事若しくは業務執行理事の選定

又は解職  

（種類及び開催） 

理事会は、通常理事会及び臨時理事会の２種

類とする。 

２ 通常理事会は、事業年度毎に２回開催す

る。 

３ 臨時理事会は、次の各号のいずれかに該当

する場合に開催する。 

（１）理事長が必要と認めたとき。 

（２）理事長以外の理事から会議の目的であ

る事項を記載した書面をもって理事

長に召 集の請求があったとき。 

（３）前号の請求があった日から５日以内に、

その請求があった日から２週間以内

の日を理事会の日とする理事会の招

集の通知が発せられない場合に、その

請求をした理事が召集したとき。 

（４）第２７条第５号により監事から理事長

に招集の請求があったとき、又は監事

が招集したとき。 

（招集）  

理事会は、理事長が招集する。ただし、前条

第３項第３号により理事が招集する場合及び

前条第３項第４号後段により監事が招集する

場合を除く。  

２ 前条第３項第３号による場合は、理事が招

集し、前条第３項第４号後段による場合は、

監事が理事会を招集する。 

３ 理事長は、前条第３項第２号又は第４号前

段に該当する場合は、その請求があった日か

ら５日以内に、その請求があった日から２週

間以内の日を理事会の日とする臨時理事会を

招集しなければならない。 

４ 理事会を招集するときは、理事長は、理事

会の開催日の５日前までに、各理事及び各監

事に対して、会議の日時、場所、及び目的で

ある事項を通知しなければならない。  

 

 

 

 

第23条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第24条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほか、この法人の運営に関し重要な事項を議

決する。 

 

（理事会の開催） 

理事会は、理事長が必要と認めたとき又は理

事の３分の１以上から会議の目的たる事項を

示して請求があったときに開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理事会の招集） 

理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事会を招集するには、理事に対し、会

議の目的たる事項及びその内容並びに日時及

び場所を示して、開会の日の 7 日前までに文

書をもって通知しなければならない。 
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第35条 

 

 

 

 

第36条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第37条 

 

 

 

 

 

 

 

第38条 

 

 

 

 

 

 

第39条 

５ 前項の規定にかかわらず、理事会は、理事

及び監事全員の同意があるときは、招集の手

続を経ることなく開催することができる。  

（議長）  

理事会の議長は、理事長がこれに当たる。  

 

 

 

（決議）  

理事会の決議は、この定款に別段の定めがあ

るもののほか、議決に加わることができる理

事の過半数が出席し、その過半数をもって行

う。可否同数のときは議長が決する。  

２ 前項前段の場合において、議長は、理事と

して議決に加わることはできない。 

３ 第１項前段の規定にかかわらず、次の決議

は、議決に加わることができる理事の過半数

が出席し、その３分の２以上に当たる多数を

もって行われなければならない。 

（１）基本財産の処分又は除外 

（２）長期の資金の借入れ 

（３）重要な財産の処分及び譲受け 

（決議の省略）  

理事が理事会の決議の目的である事項につい

て提案した場合において、当該提案について

議決に加わることができる理事の全員が書面

又は電磁的記録により同意の意思表示をした

ときは、当該提案を可決する旨の理事会の決

議があったものとみなす。ただし、監事が異

議を述べたときは、その限りではない。  

（報告の省略） 

理事又は監事が理事及び監事の全員に対して

理事会に報告すべき事項を通知したときは、

当該事項を理事会へ報告することを要しな

い。ただし、第２６条第５項に規定する理事

の職務の執行状況の報告については、適用し

ない。  

（議事録）  

理事会の議事については、法令で定めるとこ

 

 

 

 

第25条

 

第26条

 

 

第27条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第28条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第29条

 

 

 

（理事会の議長） 

理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

（理事会の定足数） 

理事会は、理事の３分の２以上の出席がなけ

れば開会することができない。 

（理事会の議決） 

理事会の議決は、この寄附行為に定めるもの

のほか、出席理事の過半数の同意をもって決

し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理事会における書面表決） 

やむを得ない理由のため、理事会に出席でき

ない理事は、あらかじめ通知された事項につ

いて、書面によって意思表示することができ

る。この場合において、前２条の規定の適用

については、出席した者とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理事会の議事録） 

理事会の議事については、次の事項を記載し
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第40条 

 

 

 

 

 

第41条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第42条 

 

 

 

 

 

 

ろにより議事録を作成しなければならない。

２ 議事録署名人は、その理事会に出席した理

事長及び監事とし、議事録に記名押印しなけ

ればならない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（理事会規則）  

理事会に関する事項は、法令及びこの定款に

定めるもののほか、理事会において別に定め

る。  

 

第７章 定款の変更、合併及び解散等  

（定款の変更）  

この定款は、評議員会において変更すること

ができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条

及び第１３条第１項についても適用する。  

３公益社団法人及び公益財団法人の認定等に

関する法律第１１条第１項各号に掲げる変更

をしようとするときは、神奈川県知事の認定

を受けなければならない。ただし、法令で定

める軽微な変更については、この限りでない。

４ 前項以外の変更を行った場合は、遅滞な

く、その旨を神奈川県知事に届け出なければ

ならない。 

（合併等） 

この法人は、評議員会の決議を経て、法人法

上の他の法人との合併、事業の全部若しくは

一部の譲渡、又は公益目的事業の全部の廃止

をすることができる。 

２ 前項の行為をしようとするときは、法令で

定めるところにより、あらかじめ、その旨を

神奈川県知事に届け出なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第39条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た議事録を作成しなければならない。 

（１）理事会の日時及び場所 

（２）理事の現在数 

（３）出席理事の氏名（書面表決者の場合に

あっては、その旨を付記すること。）

（４）議決事項 

（５）議事の経過の概要及びその結果 

（６）議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長のほか、出席理事のう

ちからその理事会において選出された議事録

署名人２人以上が署名押印しなければならな

い。 

 

 

 

 

 

第６章 寄附行為の変更及び解散 

（寄附行為の変更） 

この寄附行為は、理事会において理事の４分

の 3 以上の同意を得、かつ、主務官庁の認可

を得なければ変更することができない。 
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第43条 

 

 

 

第44条 

 

 

 

 

 

 

 

 

第45条 

 

 

 

 

 

第46条 

 

 

 

 

 

第47条 

 

 

 

 

第48条 

 

 

 

第49条 

 

 

 

（解散）  

この法人は、法人法第２０２条に規定する事

由その他法令に定める事由によって解散す

る。  

（公益認定の取消し等に伴う贈与）  

この法人が公益認定の取消しの処分を受けた

場合又は合併により消滅する場合（その権利

義務を承継する法人が公益法人であるときを

除く。）には、評議員会の決議を経て、公益

目的取得財産残額に相当する額の財産を、当

該公益認定の取消しの日又は当該合併の日か

ら１箇月以内に、横浜市に贈与するものとす

る。 

（残余財産の帰属）  

この法人が清算をする場合において有する残

余財産は、評議員会の決議を経て、横浜市に

贈与するものとする。  

 

第８章 情報公開及び個人情報の保護 

（情報公開） 

この法人は、公正で開かれた活動を推進する

ため、その活動状況、運営内容及び財務資料

等を積極的に公開するものとする。 

２ 情報公開に関する必要な事項は、理事長が

別に定める。 

（個人情報の保護）  

この法人は、業務上知り得た個人情報の保護

に万全を期すものとする。 

２ 個人情報の保護に関する必要な事項は、理

事長が別に定める。 

（公告の方法）  

この法人の公告は、電子公告による。 

 

第９章 補 則  

（事務局）  

この法人の事務を処理するため、事務局を置

く。  

２ 事務局には、事務局長及び職員を置く｡  

３ 事務局長は、理事会の承認を経て、理事長

 

第40条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第20条

 

 

 

（解散及び残余財産の処分） 

この法人は、民法第 68 条第１項第２号から第

４号までの規定によるほか、理事会において、

理事の 4 分の 3 以上の同意を得、かつ、主務

官庁の承認を得て、横浜市に寄附する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（職員） 

この法人の事務を処理するために、必要な職

員を置く。 

２ 職員は、理事長が任命する。 

３ 職員は、有給とする。 
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第50条 

が任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項

は、理事長が別に定める。  

（委任）  

この定款に定めるもののほか、この法人の運

営に必要な事項は、理事会の決議により、理

事長が別に定める。  

 

附 則  

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律及び公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」

という。）第１０６条第１項に定める公益法

人の設立の登記の日から施行する。  

２ 整備法第１０６条第１項に定める特例民

法法人の解散の登記と公益法人の設立の登記

を行ったときは、第５条の規定にかかわらず、

解散の登記の日の前日を事業年度の末日と

し、設立の登記の日を事業年度の開始日とす

る。  

３ この法人の 初の代表理事は合田加奈子

とする。 

 

 

 

 

第41条

 

 

 

（委任） 

この寄附行為の施行について必要な事項は、

理事長が理事会の議決を経て定める。 

 



 

 
公益財団法人移行後の横浜市男女共同参画推進協会の理事・監事名簿 

 
 
● 理事５人 監事２人 
 

役  職 氏  名 現職等 旧役職 備考 
代表理事 

（理事長） 
合田 加奈子 

（財）横浜市男女共同参画推進協会

理事長 
理事長 常勤 

業務執行理事 
（常務理事） 

岩﨑 憲二 
（財）横浜市男女共同参画推進協会

経営企画局長 
常務理事 常勤 

業務執行理事 桜井 陽子 
（財）横浜市男女共同参画推進協会

統括本部長 
理事 常勤 

理事 渡辺 充 
（財）横浜市男女共同参画推進協会

経営管理部長 
― 常勤 

理事 納米 恵美子 

（財）横浜市男女共同参画推進協会

統括本部担当部長 
男女共同参画センター横浜館長

（兼） 

― 常勤 

監事 尾形 一郎 
尾形一郎会計事務所 公認会計士、

税理士 
監事 非常勤

監事 福田 敦 関東学院大学 経済学部教授 監事 非常勤

 
 

資料２

裏面あり 



 

 
公益財団法人移行後の横浜市男女共同参画推進協会の評議員名簿 

 
 
●評議員 ７人 
 

氏  名 現職等 旧役職 

安部 きみ子 横浜市 市民局 人権・男女共同参画担当理事 ― 

岩田 悦子 （株）テレビ神奈川 編成局長 理事 

宇都宮 優子 （株）高島屋 執行役員 横浜店長 ― 

戒能 民江 お茶の水女子大学 理事・副学長（総務機構長） 理事 

篠原 慎一郎 （株）神奈川新聞社 編集局長 ― 

信田 さよ子 原宿カウンセリングセンター 所長 ― 

渡辺 元 
（特非）市民社会創造ファンド 副運営委員長、 
立教大学大学院２１世紀社会デザイン研究科 教授 

― 

50 音順 敬称略 

 
 



 

 
現在の財団法人横浜市男女共同参画推進協会の理事・監事名簿 

 
 
● 理事８人 監事２人 
 

役  職 氏  名 現職等 備考 

理事長 合田 加奈子 
（財）横浜市男女共同参画推進協会 
理事長 

常勤 

常務理事 岩﨑 憲二 
（財）横浜市男女共同参画推進協会 
経営企画局長 

常勤 

理事 桜井 陽子 
（財）横浜市男女共同参画推進協会  

理事（企画調整統括担当） 
常勤 

理事 岩田 悦子 （株）テレビ神奈川 編成局長 非常勤 

理事 戒能 民江 
お茶の水女子大学 理事・副学長   

（総務機構長） 
非常勤 

理事 千葉 信行 （株）かなしん広告 代表取締役社長 非常勤 

理事 宮永 啓子 元 横浜市栄区長 非常勤 

理事 山崎 洋子 作家 非常勤 

監事 尾形 一郎 
尾形一郎会計事務所 公認会計士、 
税理士 

非常勤 

監事 福田 敦 関東学院大学 経済学部教授 非常勤 

 
 

資料３

裏面あり 



 

 
現在の財団法人横浜市男女共同参画推進協会の評議員名簿 

 
 
●評議員 ８人 
 

氏  名 現職等 

岩崎 智美  （学）岩崎学園 学園長 

上野 嘉夫 経営コンサルタント 

内山 陸雄 （株）神奈川新聞社 元主筆 

奥平 ミエ子 （株）ロリエ商会 代表取締役会長 

鹿嶋 敬 ジャーナリスト、実践女子大学人間社会学部教授 

齋藤 龍 （財）横浜市芸術文化振興財団 名誉顧問 

宮坂 洋子 （特非）ユニフェム日本国内委員会 常任理事 

矢澤 澄子 元 東京女子大学現代教養学部教授  

50 音順 敬称略 
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